et $ E AE DA

A ORI

PRk 28 42 6 30 HIZ, & [H[EBRASH S OEEZ1T> TR £,

F 5 D IR

Rk 28 FEFERICISIT D EERBHIX. kD LB TT,

FERK 28 FEFERIZI W THEHEIH T 5 HHE 2R

- 85-

A DR K OBRHFILH D 8 A,

(AL - 5 H)
- i 2] e &t
ges: NE
T IRAEANAR | BRAALAR | IREEMAR | WREALEE
MSTATEIEN Mg | T -
b ket | s | g 29,582.?:1% 10,934 23,468 1,950 36,351
3 B OB, FRAED




	【全体】_債券内容説明書P1～170
	00_表紙・表紙裏
	00_目次28年度（評価未定版）
	01_債券内容説明書P1～2
	02_債券内容説明書P3～8
	3　事業の内容

	03_債券内容説明書P9～21
	【奨学金事業】
	＜給付奨学金＞
	①　給付奨学金の目的
	給付奨学金制度は、特に優れた生徒であって、経済的理由により極めて進学が困難な生徒に対して、返還の必要のない給付奨学金を交付することにより、大学等への進学を後押しすることを目的とするものです。
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	⑤　給付対象規模（1学年あたり）
	ア．平成30年度以降本格実施分
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	文部科学大臣による評価は、通則法第32条に基づき、以下の事項について行われ、その結果が本機構に通知されます。
	・中期目標期間の初年度から第3年度：当該事業年度の業務の実績
	・中期目標期間最終年度の前年度：当該事業年度における業務実績及び中期目標の期間の終了時に見込まれる業務の実績
	・中期目標期間最終年度：当該事業年度における業務の実績及び中期目標の期間における業務の実績
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